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為替の換算レートは、前期に比べ、

米ドルに対して2円12銭の円高、

ユーロに対して4円85銭の円高、

オーストラリアドルに対して6円96銭の円

高となりましたので、マイナスサイドで、

売上収益で99億円、コア営業利益で11億

円の影響を受けております。

非経常損益では、国内での土地売却益や事

業再構築に関する減損等で、合計35億円が

計上されております。
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欧州ガスについては、前期の2018年12月

から2019年3月までの4か月分が連結業績

に加わっており、今期は通期での計上額で

す。
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消去又は全社の項目では、前期に計上した

欧州事業の取得関連費用27億円の剥落によ

る影響が含まれております。
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●国内ガス事業

売上収益の増減要因ですが、

・バルク、オンサイトでのセパレートガス

の出荷は、主要関連業界を中心に減少いた

しました。

・また、前期、2018年10月に買収した医

療機器販売会社のアイ・エム・アイ社の寄

与が含まれております。

セグメント利益の増減要因ですが、

・バルクやオンサイトでは、減収により減

益となっております。

・また、アイ・エム・アイ社の買収効果に

よる増益が含まれております。

・なお、上期では燃料価格の上昇により、

電力費が上昇したことで、セパレートガス

の生産コストが増加しておりましたが、下

期では反転し、通期ではフラットになりま

した。

8



●米国ガス事業

売上収益の増減要因ですが、

・バルクでは、セパレートガスを中心に出

荷は堅調でした。米国内製造業の稼動は全

般的に堅調です。炭酸ガスはアイオワ州の

新規工場が稼働し、出荷数量が伸びており

ます。

・オンサイトでは、テキサス州、ルイジア

ナ州、ネブラスカ州での新規案件の稼動が

順次供給を開始しております。

・また、前期、2019年2月に買収を完了し

ましたHyCO事業が、想定通りに貢献して

おります。

セグメント利益の増減要因ですが、

・セパレートガスを中心に産業ガス関連で

は、全般的に堅調です。

・バルクガスの製造と物流の面で、コスト

が増加しています。

・また、HyCO事業買収による増益効果が

ありました。

・なお、第２四半期の説明会でもお伝えし

ましたが、一過性の｢その他の営業収益｣と

して、13億円の計上が含まれております。
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●欧州ガス事業

2018年12月に米国Praxairから買収した欧

州事業の業績を、こちらのセグメントで開

示しております。前期業績は12月から3月

までの4か月分です
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●アジア・オセアニアガス事業

売上収益の増減要因ですが、

・バルクでは、セパレートガスで、前期の

スポット需要の剥落により、中国で大きく

減少しました。

・LPガスでは、オーストラリアでの販売は

堅調でした。

・特殊ガスでは、電子材料ガスの市況が悪

化したことで減収となりました。

・エレクトロニクス関連機器・工事につい

ては、台湾で増加しております。

セグメント利益の増減要因ですが、

・オーストラリアでのLPガス事業では、採

算が改善しております。

・東アジアでの半導体メーカー向けの電子

材料ガスでは、減収による減益です。

・前期にて、オーストラリア及びシンガ

ポール・マレーシアで、一過性の利益とし

て、計約5億円が含まれており、今期では

剥落しております。加えて、前期4Qに計

上したインドネシアで進めている天然ガス

液化事業に関連して▲13億円の減損があり

ましたが、これが剥落した反動が含まれて

おります。
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●サーモス事業

売上収益の増減要因ですが、

・国内では、冷夏・暖冬といった天候不順、

新型コロナウイルス感染症の拡大による主

要製品の販売数量の減少がありましたが、

2019年2月から販売を開始したフライパン

の拡販効果がありました。

・海外では、日韓関係の変化により、韓国

での不買運動で販売環境が悪化したほか、

生産工場の全般的な稼働率が低下しました。

セグメント利益の増減要因ですが、

・国内では、減収による減益となりました。

・海外では、韓国での減収による減益のほ

か、生産工場の稼働率低下による減益、持

分法適用会社の販売は一部の地域を除いて

低調でした。
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足元の事業環境であっても、営業キャッ

シュ・フローの規模は、1,300から1,400

億円程度で推移すると見ております。この

営業キャッシュ・フローをベースに、財務

健全性を考慮しつつ、成長が見込める領域

での投資を進めていくとともに、有利子負

債を計画的に削減していきながら、ネット

D/Eレシオの早期改善を進めていきます。
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当社は、企業体質の充実、強化に向けた内

部留保を意識しつつ、安定的かつ連結業績

との連動を考慮した配当を実施する方針で

す。

2020年3月期の１株あたりの中間配当、期

末配当はそれぞれ14円、年間の配当予想を

１株あたり28円を予定しております。
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エレクトロニクスユーザー向けに、当社が

所有するユーザー隣接地にオンサイトプラ

ントを建設し、酸素・窒素ガスをユーザー

へ供給します。エレクトロニクス向けオン

サイトとしては、当社実績では最大規模で

す。2019年12月から供給契約がスタート

し、2021年3月期では通期で寄与いたしま

す。

当社の工事スケジュールでは、計画通りに

供給設備の実装は進行しております。

したがって、オンサイトでのガス供給のほ

か、機器・工事や特殊材料ガスの需要も当

社の想定通りに進捗する見込みです。
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ユーザーの生産・品質・安全を着実に維持

していくためには、当社の電子材料ガスの

安定供給とその監視に加え、日々の容器交

換作業は重要です。

そこで、エレクトロニクスユーザーとの

協力の下、デジタル技術と、当社が長年蓄

積してきたハンドリングとノウハウを融合

した次世代のガス供給システムを構築しま

した。

今後、国内で現在建設中の新たな半導体製

造工場で導入予定です。

このシステムを中心に機器と工事を受注し

ており、現在は製作、工事中です。

まずは2021年3月期で実績を積み、国内の

ほかに東アジアを視野にいれて展開してい

きます。
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バルクガス・オンサイト事業では、2020

年3月期にネブラスカ州とカリフォルニア

州で空気分離装置が完成、供給を開始いた

しました。現在、東南部で新規オンサイト

案件の建設を進めており、2021年の完成

を予定しております。

全米に広がり充実した生産ネットワークと

バックアップ体制を背景に、米国産業ガス

市場におけるプレゼンスを順調に拡大して

おります。

炭酸ガス・ドライアイス事業においては、

2020年3月期にアイオワ州デニソンに工場

を新設いたしました。現在、全米でさらに

２ヶ所の設備の新設・増設を計画しており

ます。

米国では食肉加工や食品運搬用のドライア

イス需要が増加しており、2021年3月期も

同事業をさらに強化していきます。
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経済成長が著しい東南アジア地域では、産

業ガス需要も増加傾向にあります。

当社はベトナムにおいて積極的な設備投資

を進めてきており、特に最初に進出した南

部地域ではトップシェアとなっております。

2020年3月期は、産業ガス需要の更なる増

加が見込まれる南部バリア･ブンタウ省

フーミー地区に空気分離装置を新設いたし

ました。

新設した空気分離装置を含む3ヶ所の製造

拠点を埋設配管網で結び、同地区における

圧倒的なパイピング供給体制を構築いたし

ました。

他社を凌ぐ生産能力と強力なバックアップ

体制を背景に、バルクガスの拡販にも力を

入れてまいります。

さらに、同じバリア･ブンタウ省ロンソン

島ではタイのサイアムセメントグループ向

けのオンサイト案件を獲得し、2021年の

供給開始に向けて空気分離装置の建設を進

めております。
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新型コロナウイルス感染症のサーモス事業

に対する影響が、2020年1月より月を追っ

て拡大してきております。

まず、訪日観光客の激減により、家電量販

店や免税店を中心としたインバウンド需要

がほぼ消滅したことが挙げられます。これ

により、当社主力商品のケーターマグや

スープジャーなどの売上が大きく減少いた

しました。

次に、外出の自粛による行楽需要の減少、

また休校による新学期関連の行事や遠足、

運動会などの中止によって、ステンレスボ

トルや行楽関連商品の出荷が極めて低調に

推移しております。

一方で、テレワークの増加や子供の在宅な

どに伴い、家庭内での生活を快適に過ごす

ための商品が注目されており、そうした

ニーズに応えられる商品の販売促進活動を

実施しております。

具体的には、テレワークやオンライン飲み

会等に向けた真空断熱タンブラーや外食自

粛による家庭内調理の増加にお応えするフ

ライパン等の調理器具、さらには作り置き

弁当用のランチボックスなどをTV、SNS

などの各種メディアを通じて情報発信し、

提案しております。
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学校再開後の需要喚起策としてスポーツボ

トルを始めとする熱中症対策商品の拡販に

取組みます。

また、7月から始まるレジ袋有料化を受け

てマイバッグの展開にも注力してまいりま

す。
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秋以降は主力カテゴリーであるケータイマ

グ、スープジャー、フライパン等の調理用

品、さらにはタンブラーやマグカップなど

の卓上用品で新製品が出揃いますので、こ

れらのマーケットへの投入ならびに販売促

進活動に積極的に取組み、業績回復を図っ

てまいります。
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